
1原子力発電の供給力確保に向けた対応

➢ エネルギーミックスの実現に向けては、安全性を大前提に原子力発電所の再稼働を進めつつ、
既設炉の最大限活用をはじめとして、今後の設備容量の低下を見据えた次世代革新炉の
開発・設置に向けた対応が必要。

【出典】2025年6月24日 第45回 原子力小委員会 資料2
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2既設炉の最大限活用について ～運用高度化の取組み～

➢ 既設炉の最大限活用の取組みとして、原子力発電所の運用高度化により、プラントの
安全性・品質向上に向けた取組みを進めているところ。

➢ 定期検査中の作業輻輳の回避、作業負荷平準化による熟練作業員の適正配置等により、
熟練作業員の確保や、作業員の技能継承を進めることが可能となり、メンテナンスの作業
品質向上、プラントの安全性向上につながる。

➢ 取組みの結果として安定的な電力供給や、利用率の維持・向上にもつながるものと考える。

■オンラインメンテナンスの実施に向けた取組み

・・・定期検査中の作業輻輳回避、年間を通じた作業負荷平準化による熟練作業員の適正配置等の結果、
 プラントの安全性向上、トラブル等による計画外停止の未然防止につながる。

■定期検査の最適化に向けた取組み

・・・定期検査の最適化に向けた取組みの推進に伴う作業計画の柔軟性の向上は、定期検査期間中の
 作業輻輳回避や作業員配置の最適化により、メンテナンス作業の品質向上につながる。

■運転期間の柔軟化に向けた取組み

・・・夏季・冬季の需給ピークにおける定期検査の回避による電力の安定供給に寄与するとともに、発電所間の
     定期検査の重複回避にもつながり、熟練作業員の確保により、メンテナンス作業の品質向上につながる。

■信頼性向上に向けた大型機器の更新

・・・より優れた材質や構造等を採用した最新設計の設備更新により、信頼性向上することで、プラントの
安全・安定運転につながる。



3既設炉の最大限活用について ～長期運転に向けた取組み～

➢ 現在稼働している多くのプラントは、運転開始から30年～50年を経過しており、高経年化
に係る諸課題への対応を進めていく必要がある。

➢ これまでも各社は高経年化対策を順次進めてきているが、高経年化に係る産業界の共通の
技術的課題への対応を、体系的・戦略的に行うことを目的として、2022年にATENA※

に経年劣化知見拡充WGを新たに設置し、より実効的な取組みへとつなげている。
※（一社）原子力エネルギー協議会



4次世代革新炉の開発・設置に向けた動き

➢ 第7次エネルギー基本計画では、「革新軽水炉については、設計段階から新たな安全メカニズム
を組み込むことにより、（中略）より安全なものとなるよう実用化開発を進める。」と記載された。

➢ GX基本方針で示された次世代革新炉のうち、革新軽水炉の規制予見性向上に向けて、
2024年12月から、事業者は規制当局とSRZ-1200を題材とした意見交換を実施。

【出典】 三菱重工業ホームページ

＜国内の革新軽水炉の開発状況＞
➢ 2022年9月、三菱重工業とPWRを保有する４電力（北海道、関西、四国、九州）は、「SRZ-1200」
の共同開発について、基本設計を進めることを公表。

➢ 日立GEベルノバや東芝においても「HI-ABWR」や「iBR」の開発を推進。

➢ 革新軽水炉では設計段階から合理的に安全対策を取り込むことが可能であり、既設軽水炉とは異なる
技術も採用しながら、高い安全性を実現。

＜革新軽水炉の概略図（SRZ-1200の例）＞



5【参考】2026年6月5日 第49回 原子力小委員会資料の抜粋

【出典】 2026年6月5日 第49回 原子力小委員会 資料2抜粋



6【参考】2026年6月5日 第49回 原子力小委員会資料の抜粋

【出典】 2026年6月5日 第49回 原子力小委員会 資料2抜粋
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